
順位

H18

0.1

H17

0.1

H17

1.0

63,975

5,605 0.13,202

920,461784,485

0.1

0.1

701,427

53,325 59,645

4,933

1.0

0.1

40.1 42.0

8.0

◆総合計画における位置付け等

5.2

指標５
（単位：　）

34.4

平成21年7月10日記入

平成21年度　施策評価シート

基準年
H22

実績値

H19 H20 H21

868,355 1,005,646

指標３
（単位：％ ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標４
（単位：　）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

12,871 13,117

３　事業費                       　　　　　　　　　　     （単位：千円）

事業費

実績値 目標値

預かり保育園児数

幼稚園への就園率

平成20年度（決算）

健康福祉局

保育課

１　施策の目的

彦根啓課長名

第４章　人間性豊かな子どもを育成します

幼児教育の振興

年度

 　本市幼児教育の中核を担う私立幼稚園における教育環境の充実、保護者負担の軽減、幼稚園の専門機能を活かした地域子育て支
援・家庭教育への支援等を促進する。

平成19年度（決算） 増減の主な理由

２　施策の概要

　　私立幼稚園設置者に対して助成を行うことにより、①教育環境の充実、②在園児の保護者負担の軽減、③預かり保育や子育て相談な
どの幼稚園が実施する地域における子育て支援事業の促進等を図るもの。

＊年間の人件費はＨ19、Ｈ20ともに805万円/年とし、人口は、70.6万人（Ｈ20.4.1現在）、71.0万人（H21.4.1現在）とした。

1,230 1,416

目標値の考え方（根拠）指標の基準値の定義

市民一人あたりの
事業費（単位：円）

４　成果・活動指標

　私立幼稚園就園奨励補助金（市単独分）補助単価引上げ
による。

人件費

25.0 37.5

目標値 実績値実績値 目標値

42.0 48.044.0 55.050.0

目標値

37.3 41.0

6.1 7.6 8.06.3

指標１
（単位：％ ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標２
（単位：％ ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

7.2

1.0

36.3 38.2

総事業費・人員
（単位：千円・人）

地域子育て支援事業実施園数

基準値

１日当り平均預かり保育園児数

３歳児人口のうち、私立幼稚園に就園している割合

私立幼稚園50園のうち、半数の実施を目標とした。※本
事業は平成18年度新規事業であることから、「Ｈ17目標
値/実績値」は、Ｈ18目標値／実績値である。

私立幼稚園在園児数の8％を目標とした。※
市次世代育成支援行動計画における数値
目標(～H21)

平成22年度就園率42％を目標とした。
※県下42.8％、横浜市47.1％（H20)

指標名

14110

地域子育て支援事業（子育て親子の登園、子育て相談など
の市要綱に定める子育て支援事業）実施園数

第１節　ゆとりある学校教育の創造

施　策　名

政策名（章）

基本施策名（節名）

2

3

指標５

指標４

指標３

指標２

指標１

1

施策コード

評価担当局

施策所管課

基本目標 学びあいあたたかさのある福祉文化都市をめざして

　　 　

　 　 　 　

　

　

　

　

  



4　2　1効率性

最小の経費で最大限
の効果を得られるよ
う、効率的に事業を実
施している

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

課題
　近年、「幼児教育の振興｣施策には、これまでの教育環境の整備向上や保護者負担の軽減促進とともに、幼
稚園の子育て支援機能や保育所的機能の拡充が求められている。また、保護者は就労しているが、子どもに
は幼稚園教育を受けさせたいというニーズも多くなってきている。

解決策
　平成２１年度から市独自の支援策の施策化を進めることにより、就学前児童の多様な教育・保育ニーズに対
応する認定こども園の設置を促進している。平成２１年４月現在、２園の私立幼稚園が幼稚園型認定こども園の
認定を取得した。今後、保育所待機児童解消策としても、認定こども園設置を促進していくこととする。

○この施策の満足度は3.037で全119施策の中で103番目。
○重要度は3.947で54番目である。
○改善要望度は0.178で31番目である。

Ｈ20評価点

市民満足度

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

９　３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

３次評価

B

有効性

視点の種類

６　１次評価（２つの視点から評価を行う）

５　市民満足度調査結果（平成21年度実施分）

評価点

２次評価

8
評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）

　Ａ（9点以上）　　Ｂ（8点・7点・6点・5点）　　Ｃ（4点以下）

８　２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

B

７　課題と解決策（現状または、評価結果から）

合計
１次評価

Ｂ

市民満足度調査によ
り市民ニーズを把握
し、市民の立場に立っ
て事業展開している

評価基準・
着眼点

4　2　1

4　2　1

4　2　1

前回（Ｈ20）評価結果との比較分析
または優先順位の最も高い指標以外で評価した理由

　4　2　1

各事業が果たす施策
に対する目標の達成
度合いを把握し、効果
の高い事業を実施し
ている

幼児教育の振興

20代

30代

40代

50代

60代

70歳以上

北部

西部

南部

津久井

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

　　平均　3.234

低い　←　満足度　→　高い

高
い
　←

　
重
要
度
　→

　
低
い

平均  3.892

施策 Ｈ21 ◆
年齢別 Ｈ21◇

施策 3.037 103位 3.947 54位
２０代 2.613 118位 3.885 63位
３０代 2.902 108位 4.137 27位
４０代 2.906 109位 3.852 59位
５０代 3.030 105位 3.765 75位
６０代 3.274 54位 4.066 47位
７０歳以上 3.263 79位 3.941 64位
北部 3.045 107位 4.056 40位
西部 3.138 77位 4.134 30位
南部 2.927 114位 3.707 81位
津久井 3.161 62位 3.941 48位

満足度 重要度
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